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平成２３年度 国立大学法人東京海洋大学 年度計画 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

【学士課程】 

①－１－１ 在学生の学籍データや進学・就職先のデータ等の中から必要なデータを抽出し、入

試方法を検討するための新たなデータベースの構築を行う。 

【大学院課程】 

①－２－１ 優秀な大学院学生の入学を促進させるために、アドミッションポリシーを見直すと

ともに、入試方法の改善を検討する。 

【学士課程】 

②－１－１ 豊かな人間性と幅広い視野・能力と文化的素養を修得するための教育プログラムを

構築する。 
②－１－２ 学生による授業評価の結果等を踏まえて、初期教育の充実について検討する。また、

ＧＰＡによる成績評価を試行的に行う。さらに、修学支援の改善について検討する。 
②－２－１ 海洋の平和的かつ積極的な利用、海洋環境の保全と調和、海洋の政策課題に的確に

対応する知識と能力を有する人材を育成するための教育プログラムについて、実施に

向けた準備を行う。 

②－３－１ 実践的指導力育成プログラムのための専門・実践教育体系を構築するために、カリ

キュラムの見直しを行う。 

②－４－１ 協働学習やチームティーチング等の教育システムの導入について引き続き検討する

とともに、論理的思考力、表現力、コミュニケーション能力を向上させる方策につい

て検討し、取りまとめる。 

【大学院課程】 

②－５－１ 国際的に活躍する人材を育成するための大学院教育体系を構築するために、カリキ

ュラムの見直しを行う。 

②－６－１ 持続可能な社会の構築に貢献する人材育成のための教育プログラムについて、実施

に向けた準備を行う。 

②－７－１ 修士の学位授与システムの改善案を策定する。 

②－７－２ 博士の学位授与システムの改善案を策定する。 

【水産専攻科・乗船実習科】 

②－８－１ 国際性及び実践的指導力を有する船舶運航技術者を養成する教育システムを維持・

強化するための方策案を作成する。 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 学部教育を充実させるための教育体制の在り方について検討し、実効的かつ機能的

な教育体制・教育システムの全体像を構築する。 

①－２－１ 教養・基礎教育体制を充実させるために、分野別ＷＧが提案する両学部の共通化及

び個性化を目指した教養・基礎教育実施システムを全学的に構築する。 
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①－３－１ 高度な専門技術を身につけた海上技術者を養成するための学内における制度の在り

方について検討し、改善案を作成する。 

①－４－１ 研究者を含む高度専門職業人を養成するための教育研究体制の全体像を明確にする。

併せて、適正な入学者数を検討する。 

②－１－１ 教育課程や授業内容・方法等を改善する大学あるいは教職員の取組み（ＦＤ・ＳＤ

など）を全学的に実施する方針を策定する。 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 学生（留学生を含む。）の学習、生活・居住環境、課外活動等、さまざまな問題に

対する大学の支援策を検討し、学生支援の更なる進展につなげるため、学生ニーズの

調査を実施する。 

①－１－２ 平成２３年３月に発生した東日本大震災により授業料等の納付が困難となった学生

に対し、経済的理由により修学を断念することがないよう、授業料免除等の経済的支

援に関する制度の充実を図る。 

①－２－１ 本学の教育研究で得た知識と技術を生かせる職業選択につながるように、学生への

支援策及び就職先の市場開拓を進める。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 中期的研究推進計画（基本戦略）を策定し、社会のニーズ等に対応した研究施策を

推進する。 

①－２－１ 環境・資源・エネルギー分野を核に、水産学と工学との連携研究をはじめ、重点領

域の基盤・応用的研究を学内または包括連携機関との連携の下に推進する。また、こ

れらの周辺領域の基盤・応用的研究について一層の深化・発展を図る。 

①－２－２ 環境・資源・エネルギー分野及び周辺領域の基盤・応用的研究について、シンポジ

ウムやフォーラムを開催し、研究の活性化を図る。 

①－３－１ 科学研究費補助金を含む競争的研究資金等の獲得に努めるとともに、研究の質的向

上に寄与するための戦略的なマネジメントを行う。 

①－４－１ 練習船を利用した共同研究を推進するとともに、海洋観測支援を確実に実施する。

また、附属実験実習施設等を利用した共同研究を推進する。 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 公募等により、優れた研究者の確保・招聘に努めるとともに、若手・中堅教員の総

合的な支援・育成方策に関する戦略的プランを策定する。 

①－１－２ 研究を推進するために必要な今後の教員構成（外国人や女性研究者を含む。）の在り

方について、多様性の観点から引き続き検討する。 

①－２－１ 部局横断フォーラム等の学際的な研究交流を推進するための取組を試行的に実施す

る。 

①－３－１ 博士研究員やＲＡ等に対するアンケート調査結果等を踏まえ、研究活性化のため、

博士研究員やＲＡ等の採用を効果的に行う。 

①－４－１ 国際交流における地域別基幹校との共同研究や研究者等の交流を着実に進める。 
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３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 中間的な評価結果を踏まえ、必要に応じて改善を図るなど、水産海洋プラットフォ

ーム事業を着実に実施する等により、情報拠点としての機能及び産業界や地域等との

連携について充実・強化を図る。 

①－１－２ 民間企業に対する技術相談、技術研修会及び知的財産フェア等の開催、並びに発明

の特許化や知的財産の取得等を着実に実施する。 

①－２－１ 地域主催のイベント等に積極的に参画し、専門知識の提供等を行うとともに、教員

に対し、審議会等への参画による社会貢献を奨励する。 

①－２－２ 大学開放行事、公開講座及び男女共同参画推進に係るセミナー等を実施し、地域社

会との連携を推進する。 

①－３－１ 海洋関連産業のニーズを踏まえた研究やそのアウトリーチ活動を推進する。また、

大学が保有する研究共用スペースの有効活用を図る。 

（２）国際化に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 学生交流協定校との単位互換、授業科目の充実・強化及び学生派遣の環境整備、並

びに語学資格試験の受験を推奨するとともに、派遣学生の増加方策を検討する。 

①－１－２ 国際的視野を育む留学・派遣・海外機関へのインターンシップ等に関する情報提供

を行うとともに、国際的な学生交流の促進プログラムを引き続き作成し、運用する。 

①－２－１ 留学生に対する教育内容の改善や生活・財政支援（宿泊施設を含む。）の整備・充

実を行うとともに、チューター制度の維持や学習相談等の窓口業務の充実を図る。さ

らに、新たな国費留学生特別配置による英語コースの設置を目指す。 

①－２－２ 国際交流協定機関等との交流結果を踏まえた海外ネットワークの充実により、質の

高い留学生を確保する。 

②－１－１ 国際交流及び国際貢献の拠点となる国及び地域を戦略的に選定する。また、船舶等

を有効に活用しつつ、教職員交流、国際共同研究及びシンポジウムの共同開催を推進

し、本学の海外拠点設置と海外ネットワークの構築を図る。 

②－２－１ 教職員の海外派遣制度を積極的に活用し、国際舞台で活躍できる人材の養成を推進

する。 

 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 意思決定過程に関する機能的短縮化の方針に基づき、具体案を検討する。 
①－２－１ 学長裁量定員を活用して新たな諸課題に機動的かつ戦略的に対応する仕組みについ

て、点検の結果を踏まえ、必要に応じて仕組みを見直す。 
①－２－２ 学長裁量経費を活用して新たな諸課題に機動的かつ戦略的に対応する仕組みについ

て、点検の結果を踏まえ、必要に応じて仕組みを見直す。 

②－１－１ 学部及び大学院の連携に配慮した教育研究体制を策定する。 

②－１－２ 新たに設置した、学部教育と大学院教育との円滑な接続に向けた計画を策定するた

めの検討組織の在り方についてモニタリングし、必要に応じ改善する。 
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②－２－１ 学部や大学院の教育研究体制を全学的に点検し、必要に応じて組織を改善する。 

③－１－１ 経営協議会学外委員の意見を踏まえ、大学運営の改善に取り組む。 

③－２－１ 監事監査及び内部監査等の監査結果による業務改善状況をモニタリングし、必要に

応じて業務改善を図る。 

 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 事務処理を効率化・合理化するための仕組みを策定する。 

①－２－１ アウトソーシング可能な業務については外部委託等に移行させ、併せて事務局の効

率的な組織体制を検討する。 

 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 科学研究費補助金の申請支援を引き続き実施し、申請率の増加を図る。 

①－１－２ 受託研究費、共同研究費、寄附金等への応募・申請を支援する体制を見直し、必要

があれば改善して、外部資金の増加を図る。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）人件費の削減 

①－１－１ 総人件費改革に基づく取組みを確実に進めるための計画を策定し、常勤の役員及び

教職員の平成17年度人件費予算相当額の概ね１%の人件費削減を図る。 

（２）人件費以外の経費の削減 

①－１－１ 管理的経費の削減計画に沿って、当該経費の削減を図る。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 学内施設の外部への貸出しによる自己収入の増加を図る。 

①－２－１ 老朽化施設の維持・管理費及び使用状況の調査結果を基に、当該施設の必要性につ

いて検討を行い、廃止すべき施設があれば、計画を立案する。 

 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 法人の自己点検・評価を継続的に行い、必要に応じて見直しを行う。 
①－１－２ 教員の個人活動評価を行うとともに、継続的に見直し、必要に応じて改善する。 
①－２－１ 教職員の処遇に関する評価を行うとともに、必要に応じて改善する。 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 役員会、経営協議会、教育研究評議会の議事要録を引き続き公開するとともに、必

要に応じて改善する。 
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①－１－２ 自己点検・評価結果等を公表するとともに、公表方法について見直し、必要に応じ

て改善する。 

①－１－３ 平成22年度の年次報告書を作成し、利害関係者に送付する。また、翌年度の発行に

向けて、経営協議会学外委員等の学外者から意見を聴取する。 

①－２－１ 積極的かつ戦略的な広報の活動方針に基づき、引き続き、広報のためのデータ収集

と資料の整理を行うとともに、情報公開を推進する。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 省資源、省エネルギーを目指して策定した施設マネジメント計画等に基づく施設・

設備の整備を推進する。 

①－２－１ 学内共同研究施設の一層の活用を図る。 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 包括的なリスク管理体制を見直し、必要に応じて改善する。 

①－１－２ 事件・事故・災害等への対応を検証し、必要な改善を行う。 

①－２－１ 情報セキュリティのための教育・研修プログラムを点検し、必要に応じて改善する。 

 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

①－１－１ 不正行為防止のための監視体制を検証し、必要に応じて見直す。 

①－２－１ 大学の社会的責任として、教職員の意識を向上させるため、講習や研修等を通じ、

教職員への啓発活動を行う。 

 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

別紙参照 

 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

１５億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れ

ることが想定されるため。 
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Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

・ 戸田艇庫の土地の一部（埼玉県戸田市戸田公園２４４７、64.75㎡）を譲渡する。 

 

２ 重要な財産を担保に供する計画 

・ 該当なし 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

（単位 百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財   源 

・小規模改修 
 

 

・（品川）総合研究棟改修（食品生産

科学系） 
・（品川・越中島）災害復旧工事 

 

・（越中島）環境適応舶用ディーゼル

機関実験実習装置更新 

 

総額 

６０４ 

 

・国立大学財務・経営センター施設費

交付金         （３２） 
 

・施設整備費補助金   （３２９） 

 

 

 

・設備整備費補助金（前年度からの繰

越金）        （２４３） 

 

 注） 施設・設備の内容、金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・

設備の整備や、老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。 

 

２．人事に関する計画 

（１）－１ 教員の採用は、教員人事の流動性・多様性を高め、教育研究分野の特色等に合わせ

て適切な人材を求めるため公募制を原則とする。 

（１）－２ 任期付き教員、年俸制雇用教員の適用範囲について検討し、必要に応じて雇用を行

う。 

（２）－１ 柔軟で多様な人材確保のため、客員教員、特任教員等の制度をさらに検討し、必要に

応じて活用を行う。 

（３）－１ 事務職員の採用等にあたり、関東甲信越地区国立大学法人等職員採用試験の活用の

ほか、必要に応じた選考採用、有期雇用及び他機関との人事交流を行う。 
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（３）－２ 人材育成を目的にした各種研修を実施するとともに、研修生制度の活用を検討し、

必要に応じて活用する。 

（４）－１ 事務処理を効率化・合理化するための仕組みを策定する。 

（４）－２ アウトソーシング可能な業務については外部委託等に移行させ、併せて事務局の効

率的な組織体制を検討する。 

 

（参考１）平成２３年度の常勤職員数（任期付職員数を除く）  ４４６人 

            任期付職員数             １０人 

（参考２）平成２３年度の人件費総額見込み      ４，８９８百万円（退職手当は除く） 

 

３．災害復旧に関する計画 

平成２３年３月に発生した東日本大震災により被災した施設・設備の復旧整備をすみやかに行

う。 

 



(別　　紙）　予算、収支計画及び資金計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年度　　予算
　　　　　　（単位：百万円）

金　　額

収入
運営費交付金 5,740
　うち補正予算による追加 39
施設整備費補助金 329
　うち補正予算による追加 25
船舶建造費補助金 0
補助金等収入 313
国立大学財務・経営センター施設費交付金 32
自己収入 1,874
授業料、入学金及び検定料収入 1,720
財産処分収入 0
雑収入 154

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 922
長期借入金収入 0
目的積立金取崩 0

9,210

支出
業務費 7,614
教育研究経費 7,614

　　　うち設備災害復旧事業 35
施設整備費 361
　うち施設災害復旧事業 25
補助金等 313
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 922
長期借入金償還金 0

9,210

〔人件費の見積り〕
期間中総額　４，８９８百万円を支出する（退職手当は除く）。
（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額４，０６５百万円）

注）

注）

注）

　「補助金等収入」のうち、前年度よりの繰越額２４３百万円。

　「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち、前年度よりの繰越額からの使用見込
額５４百万円。

※ 　施設整備費補助金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）により措置された東日本大
震災により被災した施設に係る災害復旧事業（２５百万円）が含まれている。

※ 　運営費交付金収入には、平成２３年度補正予算（第３号）により措置された東日本大震災
により被災した設備に係る災害復旧事業（３５百万円）及び被災した学生等に係る授業料
等免除事業（４百万円）が含まれている。
　また、授業料、入学金及び検定料収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に
対する授業料等免除の実施に伴うものである。

１．予　　　算

区　　　分

計

計

　「運営費交付金」のうち、平成２３年度当初予算額５，７０１百万円、前年度よりの繰越額
のうち使用見込額１５８百万円。
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　　　　　　　　（単位：百万円）

金　　額

費用の部
経常費用 8,858

業務費 7,962
教育研究経費 2,058
　うち施設災害復旧事業 25
　うち設備災害復旧事業 35
受託研究費等 644
役員人件費 274
教員人件費 3,713
職員人件費 1,273

一般管理費 461
財務費用 3
雑損 0
減価償却費 432

臨時損失 0

収入の部
経常収益 8,858

運営費交付金収益 5,660
　うち補正予算による追加 39
授業料収益 1,230
入学金収益 209
検定料収益 55
受託研究等収益 644
補助金等収益 338
　うち補正予算による追加 25
寄附金収益 198
財務収益 7
雑益 147
資産見返運営費交付金等戻入 205
資産見返寄附金戻入 49
資産見返物品受贈額戻入 2
資産見返補助金等戻入 114

臨時利益 0
純利益 0
目的積立金取崩益 0
総利益 0

※

※

　補助金等収益には、平成２３年度補正予算（第１号）により措置された東日本大
震災により被災した施設に係る災害復旧事業（２５百万円）が含まれている。

　また、授業料収益及び入学金収益の変更は、東日本大震災により被災した学
生等に対する授業料等免除の実施に伴うものである。

　運営費交付金収益には、平成２３年度補正予算（第３号）により措置された東日
本大震災により被災した設備に係る災害復旧事業（３５百万円）及び被災した学
生等に係る授業料等免除事業（４百万円）が含まれている。

２．収支計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年度　　収支計画

区　　　分
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　　　　　　　　（単位：百万円）

金　　額

資金支出 9,947
業務活動による支出 8,400
　　うち設備災害復旧事業 35
投資活動による支出 745
　　うち施設災害復旧事業 25
財務活動による支出 65
翌年度への繰越金 737

資金収入 9,947
業務活動による収入 8,629

運営費交付金による収入 5,582
うち補正予算による追加 39

授業料、入学金及び検定料による収入 1,720
受託研究等収入 664
補助金等収入 313
寄附金収入 203
その他の収入 147

投資活動による収入 361
施設費による収入 361

うち補正予算による追加 25
その他の収入 0

財務活動による収入 7
前年度よりの繰越金 950

※

※

　資金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）により措置された東日本大震
災により被災した施設に係る災害復旧事業（２５百万円）が含まれている。
　資金収入には、平成２３年度補正予算（第３号）により措置された東日本大震
災により被災した設備に係る災害復旧事業（３５百万円）及び被災した学生等に
係る授業料等免除事業（４百万円）が含まれている。
　また、授業料、入学金及び検定料による収入の変更は、東日本大震災により
被災した学生等に対する授業料等免除の実施に伴うものである。

３．資金計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年度　　資金計画

区　　　分
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別表（学部の学科、研究科の専攻等）

　海洋科学部

 海洋環境学科 400人

 海洋生物資源学科 280人

 食品生産科学科 220人

 海洋政策文化学科 160人

 水産教員養成課程 40人

　（うち水産教員養成課程に係る分野　 40人 ）

　　（上記の4学科・1課程のうち船舶職員養成に係る分野
160人 ）

　海洋工学部

 海事システム工学科 260人

　　（うち船舶職員養成に係る分野 　140人 ）

 海洋電子機械工学科 260人

　　（うち船舶職員養成に係る分野 　140人 ）

 流通情報工学科 180人

　海洋科学技術研究科

（博士前期課程）

 海洋生命科学専攻 94人

 食機能保全科学専攻 50人

 海洋環境保全学専攻 92人

 海洋管理政策学専攻 36人

 海洋システム工学専攻 52人

 海運ロジスティクス専攻 58人

 食品流通安全管理専攻 16人

（博士後期課程）

 応用生命科学専攻 57人

 応用環境システム学専攻 63人

　水産専攻科 40人

　乗船実習科 70人
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